
平成３１年３月２６日 
都 市 局 都 市 計 画 課 

土地や建物に関して地方公共団体が保有するビッグデータ 

（都市計画基礎調査）のオープン化を進めます！ 

～官民連携したスマートシティの取組のオープンデータとしても活用～ 
 

〇 国土交通省では、都市計画基礎調査情報のオープン化を進めるため、個人情報保護等
の観点も踏まえた「利用・提供ガイドライン」などを策定・公表しました。 

〇 併せて、G 空間情報センター※１と連携し、先行的に計 86 市町分の都市計画基礎調査
データをガイドラインに準拠する形でオープン化しました。 

〇 国土交通省ホームページ等による周知・情報提供、政府のオープンデータ推奨データ
セット※２への追加に加え、今後、担当者会議での説明などにより、地方公共団体にお
けるオープン化の促進、新たな利活用の推進に努めていきます。 

 

１．背景・経緯 

「都市計画基礎調査」は、都市計画法に基づき、全国の都市計画区域を対象に都道府県が
概ね５年ごとに調査するもので、人口、土地利用、建物の現況などのデータが行政内部に  
おいて都市計画の策定などに役立てられています。 
こうしたデータは、コンパクト・プラス・ネットワークの取組における市町村横並びでの

都市構造の比較や民間利用による地域課題の解決への活用、さらに、官民連携したスマート
シティの取組において関係者がプラットフォーム上で共有するオープンデータとしての 
活用等が期待されています。 
しかしながら、個人情報保護との関係が未整理等の課題により、データのオープン化が 

ほとんど進んでおらず、また、情報のフォーマット等が揃っていないため、全国的な利用が
しにくいという課題があり、本データのオープン化は政府の「世界最先端デジタル国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画※３」においても、重点的に講ずべき施策の一つとして位
置づけられています。 
国土交通省では、平成29年度より有識者、業界関係者、地方公共団体等から構成される

検討会を設置し、その利活用及び調査のあり方を検討してまいりました。今般、これまでの
検討結果を踏まえ、以下のとおり、ガイドライン等としてとりまとめました。 

 

２．ガイドライン等によるオープン化の促進 

（１）ガイドラインの策定・公表等 

「利用・提供ガイドライン」等によって、都市計画基礎調査で収集され地方公共団体が
保有している都市に関する豊富なデータのオープン化を促進します。 
特に有用性の高い土地や建物のデータについては、地区（町丁・字等）単位で集計した

データのオープン化を重点的に促進します。 

・土地利用現況（土地利用の用途） 
・建物利用現況（建物の用途、階数、構造、建築面積、延床面積、耐火構造種別） 

（２）政府のオープンデータ推奨データセット※２への追加 

   内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室と連携し、政府として公開を推奨するデータ、
ルール及びフォーマットとして追加しました。 

    政府CIOポータル：https://cio.go.jp/policy-opendata 

https://cio.go.jp/policy-opendata


３．G空間情報センターにおける先行的なオープン化 

都市計画基礎調査データ流通研究会※４に参加している7地方公共団体が保有する計86市
町分の土地利用現況及び建物利用現況のデータをガイドライン等に準拠して集計し、G空間
情報センターにおいて公開しています。データをオープン化した地方公共団体は、以下のと
おりです。 

山形県（16市町）、兵庫県（30市町）、高知県（20市町）、熊本県（17市町）、横浜市、
名古屋市、広島市（括弧内は各県のデータをオープン化した市町数） 

 
    ※東京大学・一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会においても併行してプレスリリースが行われています。 

こちらをご覧ください。https://www.iis.u-tokyo.ac.jp/ja/news/3070/ 

 

４．オープン化されるデータの利活用の推進 

地方公共団体や民間事業者の担当者等が、想定されるユースケースごとにオープン化さ
れる情報を利用して分析する手順を分かりやすく解説する手順書を作成しました。 

 
〔ユースケース〕 
 ○地方公共団体による横並びでの都市構造の比較 

・コンパクトなまちづくり（都市の機能分担）や公共交通網の検討 
 ○民間による新サービス企画立案のための基礎的分析 

・地区別地域危険度（火災危険度）の分析に基づくリスク計量分析 
・鉄道沿線地域の将来予測、住民向けの極め細やかなサービス提供の分析・検討  等 

 

※１ G空間情報センター： 地理空間情報活用推進基本法（平成19年法第63号）に基づき、平成24年3月に

閣議決定された第２期の「地理空間情報活用推進計画」に位置づけられた産学官の地理空間情報を扱う 

プラットフォーム。官民問わず、さまざまな主体により整備･提供される多様な地理空間情報を集約し､

利用者が検索･ダウンロードして利用できる。一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会が運営。 

※２ 推奨データセット： 「オープンデータ基本指針」（平成29年5月高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）及び「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用

推進基本計画」（平成30年6月閣議決定）に基づきオープンデータの公開とその利活用を促進することを

目的とし、政府として公開を推奨するデータと、そのデータの作成にあたり準拠すべきルールやフォーマ

ット等を取りまとめたもの。 

※３ 世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画： 平成30年6月閣議決定。官民デー

タ活用推進基本法（平成28年法第103号）に基づき策定された「世界最先端IT国家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画」（平成29年5月閣議決定）が改定されたもの。本取組についても本計画において  

重点的に講ずべき施策の一つ「都市計画に関するデータの利用環境の充実」として位置づけられている。 

※４ 都市計画基礎調査データ流通研究会： 実際に自治体の保有する都市計画基礎調査データについて持続 

安定的なデータ流通のあり方を実証実験するため、東京大学生産技術研究所関本准教授及び一般社団法人

社会基盤情報流通推進協議会が設置した研究会。 

 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省 都市局 都市計画課 都市計画調査室 越智、下平、山田 

 電話：03-5253-8111（内線：32693、32675） 直通：03-5253-8411 FAX：03-5253-1590 

https://www.iis.u-tokyo.ac.jp/ja/news/3070/


 
 

ガイドライン等の公表に関する参考資料 
 

 

■ ガイドライン等の概要 
 
（１）「都市計画基礎調査実施要領」（平成25年6月28日 国土交通省都市局長通知の改訂） 

データ収集時からオープン化を想定して調査を実施（オープンデータ・バイ・   

デザイン※）することを明確化 

※オープンデータ・バイ・デザイン ：公共データについて、オープンデータを

前提として情報システムや業務プロセス全体の企画、整備及び運用を行うこと 

 

（２）「都市計画基礎調査情報の利用・提供のガイドライン」（今回新規策定） 

個人情報保護等の観点も踏まえた都市計画基礎調査情報の利用・提供の考え方を整理 

     ・個人情報に該当する範囲の整理 

     ・地区にまとめる集計処理等個人情報保護のための対処方法を整理 

 

（３）上記実施要領及びガイドラインに係る技術資料（今回新規策定） 

全国ベースでの利用や都市間比較をより容易に行えるようにするためデータの  

フォーマット、コーディングを共通化、互換性を確保 

 

（４）具体的なユースケースやその分析の手順書（今回新規策定） 

地方公共団体や民間事業者の担当者等がオープン化される情報を利用して分析が 

進むようその手順を具体的なユースケースを用いて分かりやすく解説 

 

 

○国土交通省URL： 

    http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000049.html 

 

 

 

■ 推奨データセットへの追加 
 
政府CIOポータルにおいて、「推奨データセット」の「応用編」として追加掲載。 

 

○公開ページURL： 

    https://cio.go.jp/policy-opendata  

 

 

 

■ G空間情報センターにおける先行的なオープン化 
 
○公開ページURL： 

    https://www.geospatial.jp/gp_front/basic-survey-of-city-planning-original 

別紙 

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000049.html
https://cio.go.jp/policy-opendata
https://www.geospatial.jp/gp_front/basic-survey-of-city-planning-original


都市計画基礎調査情報のオープン化に向けた取組

○医療・福祉・商業等の生活
サービスの 維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮
小・サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える
機能の低下

○地域の産業の停滞、企
業の撤退

○中心市街地の衰退、低
未利用地や空き店舗の
増加

○社会保障費の増加

○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

都市が抱える課題

○ 人口減少・高齢者の増加

○ 拡散した市街地

情報化の進展等

都市を取り巻く状況

背景背 景 取組の方向性

・くらしやすさ、都市の生産
性を向上させるコンパクト・
プラス・ネットワークの取組

・官民データの利活用に
よる地域の活性化

その効果的推進のためには、

・住民の理解を得ながら施策を推進する必要
・市町村自らが都市の課題を分析し、目指す
都市像を明確化、その取組を評価していく
必要

官民データのオープンデータ化を推進する必要

①当該情報は、土地利用や建物等、都市に関する豊富な情報を有するが、
現状では個人情報保護との関係が未整理等の課題があり、オープン
データ化はあまり進んでいない。

②また、オープンデータ化されたとしても、データ項目やフォーマットなどが
揃っておらず、自治体間の横並び比較や全国的なデータ利用がしにくい。

都市計画基礎調査
情報のイメージ

例）
「建物利用状況」

各自治体は、都市における現況及び将来の見通しを基礎調査として定期的に把握し、そのデータを保有

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
・
公
表
等

都市計画基礎調査情報の利活用にあたっての主な課題

Ｈ
31
年
3
月

官民連携
した
スマート
シティ
の取組



ガイドライン等によるオープン化の推進

ガイドラインの策定・公表等 （Ｈ31年3月）

○G空間情報センターにおける先行的なオープン化

実際のデータを提供

オープン化されるデータの利活用の推進

 都市計画基礎調査で収集され地方公共団体が保有してい

る人口、土地利用、建物等都市に関する情報のオープン化

を促進。

 そのうち、特に有用性の高い土地利用現況、建物利用現

況のデータについて、地区（町・字等）単位で集計された

たデータのオープン化を重点的に促進。

・ 土地利用現況（土地利用の用途）

・ 建物利用現況（建物の用途、階数、構造、建築面積、

延床面積、耐火構造種別）

 コンパクト・プラス・ネットワークの取組を進める

ため市町村間の横並びでの都市構造の比較

 民間による新サービス企画立案のための基礎的分析

等

＊1）主催：東京大学生産技術研究所 関本准教授及び一般社団法人

社会基盤情報流通推進協議会

＊2）官民問わずさまざまな主体により整備･提供される多様な地理

空間情報を集約し､利用者が検索･ダウンロードして利用できる産学

官の地理空間情報を扱うプラットフォーム (平成28年11月より運用)

 ｢都市計画基礎調査実施要領｣
（平成25年6月28日 国土交通省都市局長通知の改訂）

 ｢都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイドライン｣
（今回新規策定）

 上記実施要領及びガイドラインに係る技術資料
（今回新規策定）

⇒ データ収集時からオープン化を想定して調査を実施
（｢オープンデータ・バイ・デザイン｣）することを明確化

⇒ 個人情報保護等の観点を踏まえた都市計画基礎調査
情報の利用・提供の考え方を整理

⇒ 全国ベースでの利用や都市間比較をより容易に行える
ようにするためデータのフォーマット、コーディングを

共通化、互換性を確保

都市計画基礎調査データ流通研究会 (＊1)に参加している

７地方公共団体が保有する計86市町分の土地利用現況及び

建物利用現況のデータを「都市計画基礎調査情報の利用・提供

ガイドライン」等に準拠し地区（町丁・字等）単位で集計し、

G空間情報センター(＊2)において公開。

 ｢都市計画基礎調査情報の利活用を始めよう｣
（今回新規作成）

⇒ 地方公共団体や民間事業者の担当者等がオープン化さ
れる情報を利用して分析する手順を分かりやすく解説

○スマートシティの推進

○政府のオープンデータ推奨データセットへの追加

○ガイドライン等の策定・公表 ○具体的なユースケースやその分析の手順書の作成



○コンパクトなまちづくりの検討（エリア
ごとの役割分担の検討）や定住化の
促進（鉄道沿線人口維持等）への
活用

○最適なバス路線（路線再編・新設等）
等の検討への活用

都市計画基礎調査情報のユースケース①

○鉄道駅周辺等地域の拠点となり得
る各 エ リ アの現状や特徴 を
把握

○住宅の立地状況（人口分布）から、
鉄道沿線をはじめとする広域的な
都市構造の状況を把握

○類似都市との都市間比較

■ コンパクトなまちづくり（都市の機能分担）や公共交通網の分析・検討（都市間比較）
〔想定ユース〕

①
～
③
の
横
並
び
比
較
や
④
と
の
重
ね
合
わ
せ

目的： 立地適正化計画制度に対する理解やコンパクトなまちづくりへの機運の醸成・計画の立案

【アウトプットイメージ】

用途別
土地利用面積など

小地域人口など

用途別棟数など

鉄道・バスネットワーク

【都市計画基礎調査項目】

③人口分布

①土地利用現況

②建物利用現況（小地域等集計データ）

④交通（公共交通）

◆分析・評価イメージ：都市間比較（商業系建物棟数）

鉄軌道とは関係ない幹線
道路沿いにも立地

（小地域集計データ）

（小地域集計データ）

（個別データ）

（小地域集計データ）

【分析・評価】



都市計画基礎調査情報のユースケース②

③地盤の分類

【分析・評価】

■ 地区別地域危険度（火災危険度）の分析に基づくリスク量計測
〔想定ユース〕

①
に
よ
る
火
災
危
険
度
検
討
や
②
・
③
と
併
せ
総
合
危
険
度
検
討

目的：地区別にリスクをきめ細かく定量的に把握

【都市計画基礎調査項目】

②土地利用現況

狭幅員道路・
公園面積

①建物利用現況

建物構造
〔木造建築物棟数など〕

建築年
〔昭和56年以前の耐震

基準の建築物棟数など〕

建物階数
〔高層建築物の棟数など〕

◆分析・評価イメージ： 火災危険度ランクマップ

＋

○地震に対する危険性を相対的に
評価するため、町丁目直下の地盤
で同じ強さの揺れが生じた場合
の危険性を「地域危険度（建物
倒壊危険度、火災危険度、総合
危険度）として測定

○地区別火災危険度をランク付けを
することでリスク量計測、きめ細か
い保険料率検討・新サービス開発
が可能

（小地域集計データ）

（外部データ）

【アウトプットイメージ】

（小地域集計データ）

（小地域集計データ）

（小地域集計データ）



G空間情報センター公開データをもとに作成したアウトプット例
用途別土地利用（割合）分布 商業用地（％） （兵庫県神戸市三宮駅周辺）

「兵庫県都市計画基礎調査」（兵庫県・都市計画基礎調査データ流通研究会）
（ https://www.geospatial.jp/gp_front/basic-survey-of-city-planning-original）をもとに国土交通省作成

https://www.geospatial.jp/gp_front/basic-survey-of-city-planning-original


［参考］ 都市計画基礎調査情報の利用・提供ガイドラインの概要

ＧＩＳ等により、その位置と属性とが紐付けされている個別

の土地や建物の情報

個人情報に該当する可能性

⇒ 個人情報に該当することにより、直ちに、利用･提供が

禁止されるものではなく、情報の利用・提供により達成さ

れる社会公共の利益と影響を受ける個人の権利利益を衡量

し、情報の内容、利用目的及び利用主体に応じた取扱いが

されるべき

○ 個人情報の利用･提供に関する整理

○ 個人情報に該当する情報の範囲

 都市計画基礎調査情報をさまざまな主体が容易に
利用できるようにすること

 取組可能なものから速やかに進めること
 個人情報保護等の観点も踏まえ、情報を適切に
扱うこと

単体では特定の個人を識別できない場合でも、
地番や住居番号等の特定の土地や建物の所在を
示す地理空間情報は、不動産登記情報や市販の
住宅地図と照合することにより、特定の個人を
識別することができる

ガイドラインの基本的な考え方

個人情報保護の観点からの留意事項

 個人情報保護や著作権等の観点からも特に問題が
ない情報

⇒ 行政内外で可能な限り広範に利用できるようにするべき

 個人情報に該当する場合であっても、利用の主体や
目的、情報の内容を限定した利用・提供が可能と判断
される場合がある

⇒ 例えば、都市防災や福祉、環境など都市計画以外の行政
分野での利用､または､都市計画その他分野に関する学術研究

 利用の主体や目的を限定しない提供
⇒ 土地利用現況や建物利用現況の情報を個人が特定されな
いよう｢地区にまとめる集計処理｣を行ったものであれば広く
利用可能
⇒ 共通的な集計フォーマット、コーディングを整理

 GIS等コンピュータで加工可能な形式での提供

 情報・正確性の確保
⇒ 公開した情報が訂正されることで正確性が向上されると

いう考え方がある
⇒ 免責事項の明示、訂正の告知が必要

 オープン化の取組をＰＤＣＡサイクルで評価 等

【集計表のイメージ】

情報を利用・提供する方法、留意事項等

（一般的に）
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都市・地域の抱える諸課題に対して、ＩＣＴ等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、
整備、管理・運営等）が行われ、全体最適化が図られる持続可能な都市または地区

スマートシティ

⇒

省エネルギー 安全安心自然との共生 資源循環交通

・公共交通を中心に、あらゆる市民
が快適に移動可能な街

・災害に強い街づくり・地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
の育成
・都市開発において、非常用発電
機、備蓄倉庫、避難場所等を確
保

・水や緑と調和した都市空間
・雨水等の貯留・活用
・排水処理による中水を植栽散水
等に利用

・パッシブ・アクティブ両面から建物・
街区レベルにおける省エネを実現
・太陽光、風力など再生可能エネル
ギーの活用

･・･
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スマートシティのイメージ


